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　税金は、私たち国民が豊かで安心した暮らしが
できるように、国や地方公共団体が活動するため
の大切な財源です。
　11月11日から同17日までは、『税を考える週間』
です。税のしくみや目的などを皆さんに正しく理
解していただくために設けられています。
　そこで今号では、「税のゆくえ」「市・県民税の
公的年金からの特別徴収制度」「固定資産税」な
どについてお知らせします。
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。

　65歳以上の公的年金受給者の年金所得
にかかる市・県民税は、公的年金の支払者
（特別徴収義務者）が公的年金受給者への
年金支払時に、その受給者の年金から差し
引いて市へ納入することになっています。
これを「公的年金からの特別徴収制度」と
いいます。
　徴収は年に６回の公的年金の支払いのと
きに行われ、４・６・８月はその年の２月
に徴収した額と同額（仮徴収税額）を、
10・12・翌年２月にはその年度の市・県

民税額から４～８月に徴収した額を差し引
いた残りの税額（本徴収税額）の３分の１
ずつを、徴収します。
　４・６・８月に徴収した額が年税額を上
回った場合は、その差額は還付（払い戻す
こと）となります。
　なお、新たに対象になる人は、年度の前
半（６～９月）にその年度の市・県民税の
２分の１に相当する額を普通徴収し、年度
の後半（10～翌年２月）は残りの税額が
特別徴収となります。

税を考える週間

11月11日㊋から
　　　 同17日㊊まで
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市・県民税の公的年金からの特別徴収制度

【問い合わせ先】本庁・課税課☎㉓1111

□制度のしくみ

ご 存 じ で す か ？ 　

65歳以上の
公的年金受給者

①対象者の
　情報提供

 

③税額決定通知
 

年金の支払い
 

 

公的年金の支払者
（特別徴収義務者)

情
報

天草市

④市・県民税を公的年金から差し引いて納入

②対象者と
　特別徴収税額
　の決定

税

　国や地方公共団体は、私たち国民が豊か
で安定した生活ができるように、いろいろ
な活動を行っています。
　私たちが納めた税金は、教育や警察・消
防、ごみの処理、医療など、私たちの身近
なところで使われています。

税のゆくえ ～社会にいきる税～

国民医療費の公費負担額
（平成23年度）

国民１人当たり約３万9,561円
５兆558億円

国民１人当たり約１万6,384円

小学生

中学生

高校生

２兆938億円
国民１人当たり約11万5,869円
14兆8,079億円

85万円
98万5,000円
99万7,000円

市町村のごみ処理費用
（平成23年度）

私たちの生活や安全を守るための
警察・消防費（平成23年度）

全国の公立学校の児童・生徒１人当たりの
年間教育額（平成23年度）

　このほか、社会福祉の充実、住宅や道路
の整備などの活動にもいかされています。
　このように、税金は私たちにとって
共同生活を維持するいわば「会費」で
あり、正しい申告と納税によって支え
られています。
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